
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１－１．事業概要（跡之浦地区）

（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事　業　形　態

法 適 （ 全 部 適用 ・一 部適 用）
非 適 の 区 分

非適 事 業 開 始 年 月 日 平成2年12月20日

田辺市宅地造成事業経営戦略

団 体 名 ： 和歌山県田辺市

事 業 名 ： 分譲宅地造成事業

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 0 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

施 工 地 区 跡之浦地区

59,180,096

オ 売 却 予 定 面 積 1,911.63

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 30,957

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 101

施 工 地 区 名 跡之浦地区

土 地 造 成 状 況
（ 令 和 12 年 度 ま で に 売 却 ）

ア 総 事 業 費 58,144,238

イ 総 面 積 2,980.00

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 19,511

エ 売 却 予 定 代 金

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（平成６年度～令和元年度）

ア 売 却 代 金 45,933,539

イ 売 却 面 積 1,145.41

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 40,102



（３） 現在の経営状況

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

１－２．事業概要（長野地区）

（１）

人

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

0千円 0千円 0千円

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償 還 期 限 が 到 来 す る も の

0千円 0千円 0千円

事 業 費 回 収 率 79％ 79％ 79％

企 業 債 残 高 0千円 0千円 0千円

他 会 計 補 助 金 累 計 額 0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

－％ －％ －％

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額

13,815千円 13,517千円 13,247千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　跡之浦地区については、平成２年度に事業着手、平成６年度から売却を開始し、これまでに全11区画のうち６区画を売却済みである。
　事業費回収率は101％であるが、Ｒ元年度末時点で５区画が未売却となっており、未売却の分譲地が売却できない場合の事業費回収率は79％となる。
　地理的に、旧田辺市内の海岸部に位置し、主要道路である国道424号線に近く、また、小・中学校にも近いため日常生活には好立地であるものの、東日本大震災以降
の津波災害に対する意識の高まりもあり、用地購入希望者はほとんどない状況にあるが、引き続き未売却地５区画の売却に向け、社会経済情勢等の変化を見ながら、
売却単価をはじめ用地の有効な処分方法等について検討し、令和12年度までの売却完了を目指している。

職 員 数 0 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

施 工 地 区 長野地区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

事　業　形　態

法 適 （ 全 部 適用 ・一 部適 用）
非 適 の 区 分

非適 事 業 開 始 年 月 日 平成11年3月31日



（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

（３） 現在の経営状況

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

156,315,235

オ 売 却 予 定 面 積 6,973.29

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 22,416

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 108

施 工 地 区 名 長野地区

土 地 造 成 状 況
（ 令 和 12 年 度 ま で に 売 却 ）

ア 総 事 業 費 143,612,000

イ 総 面 積 10,772.54

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 13,331

エ 売 却 予 定 代 金

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（平成16年度～令和元年度）

ア 売 却 代 金 117,265,378

イ 売 却 面 積 5,127.19

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 22,871

事 業 費 回 収 率 82％ 82％ 82％

企 業 債 残 高 0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額

39,050千円 39,050千円 39,050千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

0千円 0千円 0千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

0千円 0千円 0千円

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償 還 期 限 が 到 来 す る も の

0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　長野地区については、平成10年度に事業着手、平成16年度から売却を開始し、これまでに全23区画のうち16区画を売却済みである。
　事業費回収率は108％であるが、Ｒ元年度末時点で７区画が未売却となっており、未売却の分譲地が売却できない場合の事業費回収率は82％となる。
　昨今の経済情勢及び個人消費が低迷している状況を踏まえると、早期の完売は困難な状況であると考えられるが、引き続き未売却地７区画の売却に向け、市広報紙や
ホームページ、地元地方紙等により市民への周知・啓発に努めるとともに、宅建協会（市内不動産会社）と連携を図り、仲介業務を依頼するなどの取組も進め、令和12年
度までの売却完了を目指している。

他 会 計 補 助 金 累 計 額 0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

－％ －％ －％



（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

１－３．事業概要（上野地区）

（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

事　業　形　態

法 適 （ 全 部 適用 ・一 部適 用）
非 適 の 区 分

非適 事 業 開 始 年 月 日 平成12年6月30日

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 0 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

施 工 地 区 上野地区

18,052,005

オ 売 却 予 定 面 積 7,337.24

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 2,460

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 38

施 工 地 区 名 上野地区

土 地 造 成 状 況
（ 令 和 15 年 度 ま で に 売 却 ）

ア 総 事 業 費 46,777,019

イ 総 面 積 7,337.24

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 6,375

エ 売 却 予 定 代 金

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 30 年 度 ）

ア 売 却 代 金 2,100,000

イ 売 却 面 積 1,556.04

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 1,349



（３） 現在の経営状況

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２）

　令和３年１月判断における和歌山県内経済情勢報告によると、経済情勢の総括判断は「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるなか、一部に弱さが
みられるものの、持ち直しつつある。」となっており、先行きについては、「新型コロナウイルス感染症の影響が続くなかで、感染拡大の防止策を講じつつ、持ち直しの動き
が続くことが期待される。ただし、国内外の感染症の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。」とされている。
　また、住宅建設の項目においても「前年を下回る」となっており、依然として収束の見通しが立たない新型コロナウイルス感染症の影響などから、周辺の経済情勢は先
行きが不透明な状況となっている。

土地造成・処分の見通し

　社会経済情勢及び個人消費が低迷している状況を踏まえると、販売区画数を大きく伸ばすことは困難であると考えられるが、今後、都市部における地方への移住・定住
のニーズの高まりによる土地需要や経済の回復過程での効果的な販売促進活動などにより、分譲地の早期売却完了に努める。

0千円

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償 還 期 限 が 到 来 す る も の

0千円 0千円 0千円

事 業 費 回 収 率 0％ 8％ 8％

企 業 債 残 高 0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　上野地区については、平成12年度に事業着手したものの売却の見通しがたたないことから、平成15年度に予定していた本格的な造成工事を休止している状態にある。
　計画通りに造成を行った場合の事業費回収率は38％であり、休止中の本格的な造成工事を実施せずに造成予定地が売却できた場合の事業費回収率は71％となる
が、造成予定地が売却できない場合の事業費回収率は８％となる。
　平成30年度には、隣接する土地所有者から申し出があり造成予定地の一部を分筆して売却することができたものの、現時点では残りの造成予定地の売却についての
見通しは立っていないことから、今後は社会経済情勢の変化を見ながら、用地の有効活用をはじめとする新たな処分方法について検討を進める予定である。

他 会 計 補 助 金 累 計 額 0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

－％ －％ －％

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額

18,033千円 16,104千円 15,952千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

0千円 0千円 0千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

0千円 0千円



当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 638.84 418.54 198.85 198.85 0

売却単価（千円/㎡） 22 22 22

土地売却収入（千円） 4,858 4,785 4,331 39,050

処分実績・計画

売却面積（㎡） 220.3 219.69 198.85 1,846.1

造成実績・計画

造成面積（㎡）

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 1,846.1 1520.2 1212.19 1212.19 859.53 638.84

項　　　　目 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

売却単価（千円/㎡） 19 21 21 22

土地売却収入（千円） 6,277 6,570 7,363 4,866

処分実績・計画

売却面積（㎡） 325.9 308.01 352.66 220.69

造成実績・計画

造成面積（㎡）

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 489.28 489.28 489.28 173.14 0

項　　　　目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

売却単価（千円/㎡） 19 18 13

土地売却収入（千円） 5,284 5,719 2,244 13,247

処分実績・計画

売却面積（㎡） 276.94 316.14 173.14 766.22

造成面積（㎡）

施 工 地 区 名 跡之浦地区

項　　　　目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

造成面積（㎡）

造成実績・計画

売却面積（㎡）

処分実績・計画

土地売却収入（千円）

売却単価（千円/㎡）

766.22当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 766.22 766.22 766.22 766.22 766.22

項　　　　目 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

造成実績・計画

施 工 地 区 名 長野地区



（３）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

土地売却収入（千円）

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 5,781.2 5,781.2 5,781.2 5,781.2 5,781.2

売却面積（㎡）

売却単価（千円/㎡）

造成面積（㎡）

処分実績・計画

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 合計

造成実績・計画

項　　　　目

処分実績・計画

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

組織の見通し

　分譲宅地造成事業として専任の職員は配置しておらず、所管課において造成地区の管理や販売促進活動等を担当しているのは全て兼任職員である。
　今後も現行の職員体制を維持した上で、販売促進を図る。

　市広報紙やホームページ等を通じた販売促進活動に取り組むとともに、不動産事業者（社団法人和歌山県宅地建物取引業協会）や移住・定住施策に携わる他部署とも
連携しながら、市内外に向けて宅地及び地域環境に関するＰＲ活動を積極的に行い、分譲地の早期売却完了に努める。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

令和７年度

造成実績・計画

目 標

売却単価（千円/㎡）

売却面積（㎡）

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 5,781.2 5,781.2 5,781.2 5,781.2 5,781.2 5,781.2

項　　　　目

施 工 地 区 名 上野地区

土地売却収入（千円）

造成面積（㎡）



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　分譲地の早期売却に向け、市広報紙やホームページ、地元地方紙への広告掲載による販売促進活動に取り組み、販売収入による独立採算での経営を基本とする。

◆職員給与費
　造成地区の管理や販売促進活動等に係る事務は兼任職員が担当しているため、職員給与費は計上しない。

◆営業費用（その他）
　営業費用のその他については、広告料等の販売促進経費及び除草作業等の管理経費を計上している。

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し

　上野地区において休止している本格的な造成工事について、造成予定地の売却見通しがたっていないことから、用地の有効
活用をはじめとする新たな処分方法について検討を進めるなど、造成の中止も含めて計画の見直しを行う。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 独立採算による経営

売 却 単 価 の 設 定 　社会経済情勢の変化により土地価格を見直すなど、必要に応じて適正な売却単価を検討する。

企 業 債

新 規 造 成 計 画

民 間 活 用

そ の 他 の 取 組

公 営 企 業 と し て 実 施 す る
必 要 性

　民間事業者による開発が難しい地域に住宅用地を造成することにより、地域への新規住民の受入れや、若者を中心とした定
住人口の減少や少子化に歯止めをかけるとともに地域の活性化を図るものであるため。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　今後の販売状況により、必要に応じて経営戦略及び投資・財政計画の更新及び見直しを実施する。

委 託 料

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

土 地 売 却 の 促 進 　移住・定住施策に携わる部署と連携しながら市外に向けても営業活動を行うなど、より効果的な販売促進に努める。



田辺市宅地造成事業（法非適用） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 23 6,277 6,570 7,363 4,866 5,284 4,858 4,785 5,719 6,575
（１） (B) 6,277 6,570 7,363 4,866 5,284 4,858 4,785 5,719 6,575

ア 6,277 6,570 7,363 4,866 5,284 4,858 4,785 5,719 6,575
イ (C)
ウ

（２） 23
ア
イ 23

２ (D) 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49
（１） 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49

ア

イ 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49 49
（２）

ア

イ
３ (E) △ 49 △ 26 6,228 6,521 △ 49 7,314 4,817 5,235 4,809 4,736 5,670 6,526
1 (F)
（１）

（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
（７）

２ (G)
（１）

（２） (H)

（３）
（４）
（５）

３ (I)

Ｒ12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益
営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入
受 託 工 事 収 益

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

収
益
的
支
出

総 費 用
営 業 費 用

職 員 給 与 費
う ち 退 職 手 当

そ の 他

Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度

営 業 外 費 用
支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息
そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他
営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金
そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出
建 設 改 良 費
土 地 買 収 費 ・ 補 償 費
造 成 費
職 員 給 与 費
そ の 他
地 方 債 償 還 金

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入
地 方 債
建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債
元 利 金 債 等
他 会 計 補 助 金
他 会 計 借 入 金
固 定 資 産 売 却 代 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金
元 利 金 債 等 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金
他 会 計 へ の 繰 出 金
そ の 他
収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金
そ の 他



田辺市宅地造成事業（法非適用） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

Ｒ12年度Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度

(J) △ 49 △ 26 6,228 6,521 △ 49 7,314 4,817 5,235 4,809 4,736 5,670 6,526
(K)
(L) 88,443 88,394 88,368 94,596 101,117 101,068 108,382 113,199 118,434 123,243 127,979 133,649
(M)
(N) 88,394 88,368 94,596 101,117 101,068 108,382 113,199 118,434 123,243 127,979 133,649 140,175
(O)
(P) 88,394 88,368 94,596 101,117 101,068 108,382 113,199 118,434 123,243 127,979 133,649 140,175
(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 6,277 6,570 7,363 4,866 5,284 4,858 4,785 5,719 6,575

（T)

(U)

（Ｖ)

(Ｗ)

(Ｘ)

(Ｙ)
(Ｚ)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 Ｒ元年度 Ｒ２年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)
積 立 金
前年度からの繰越金
前 年 度 繰 上 充 用 金
形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 47

赤 字 比 率 （ ×100 ）

9,914 9,765 11,671 13,418

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

12,810 13,408 15,027 9,931 10,784

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 Ｒ12年度

他 会 計 借 入 金 残 高
地 方 債 残 高

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度

合 計

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

Ｒ７年度 Ｒ８年度


